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 神奈川県県民経済計算は、本県における１年間の経済活動を、「生産」「分配」

「支出」の三つの面から明らかにすることにより、県経済の規模や成長率、県

民の所得水準、さらには県内の産業構造等を計量的にとらえ、県経済の実態を

総合的、体系的に把握しようとするもので、昭和26（1951）年から作成して

おり、ＧＤＰ統計と呼ばれる国民経済計算の県版に当たるものです。 

 令和３年度の日本経済は、新型コロナウイルス感染症による下押し圧力を

受けながらも、持ち直しの動きとなりました。 

 今回の県民経済計算の推計結果をみると、令和３年度の名目県内総生産は前

年度と比べて１兆2599億円増加して35兆2878億円となりました。名目経済成

長率、実質経済成長率はともに3.7％となり、令和３年度の神奈川県の経済活動

水準は前年度を上回ったことを示す結果となりました。 

 本県経済の総合的な指標として、本書を地域経済の分析や行政施策の策定

に役立てていただければ幸いです。 

  最後に、県民経済計算の作成に当たり資料を提供していただいた関係機関

の皆様に厚くお礼申し上げます。 

 

 

  令和６年３月 

 

神奈川県統計センター所長                      

中田 均 
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